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秋田県農林水産部水産漁港課関係補助金等交付要綱

秋田県財務規則（昭和39年秋田県規則第４号。以下「財務規則」という ）第９章第２節の。

規定に基づき、令和７年度の秋田県農林水産部水産漁港課関係補助金等交付要綱を次のように

定める。

（補助金等交付対象事業等）

第１条 秋田県農林水産部水産漁港課関係補助金、負担金、交付金及び利子補給金(以下｢補助

金等｣という。)の交付の対象とする事務又は事業(以下｢補助事業等｣という。)、補助金等の

率又は額、補助事業者、申請書の提出期限、並びに提出先及び経由機関等は、別表第１に定

めるとおりとする。

(交付の申請)

）第２条 財務規則第247条に規定する補助金等の交付申請は､補助金等交付申請書(様式第１号

によるものとする。

２ 前項の申請書には、次に掲げる書類を添付するものとする。

(1) 事業実施計画書 （別に定める)

(2) 収支予算書 （様式第２号)

(3) その他知事が必要とし提出を求める書類

３ 事業実施主体が消費税法第30条の規定による課税仕入れに係る消費税額の全部又は一部を

課税標準額に対する消費税額から控除される団体に該当する場合であって、補助金の交付申

請時に当該補助金等に係る消費税等仕入控除税額があるときには、これを減額して申請する

ものとする。ただし、交付申請時において、当該補助金に係る消費税等仕入控除税額が明ら

かでない場合については、この限りでない。

(交付の条件等)

第３条 財務規則第249条に規定する「交付の目的を達成するために必要な条件」は、次の各

号に掲げる事項とする。

(1) 補助金等を目的以外に使用しないこと。

(2) 次に掲げる場合には、あらかじめ知事の承認を受けること。

ア 補助事業等に要する経費の配分を変更（別表第２に掲げる軽微な変更を除く ）する。

とき。

イ 補助事業等の内容を変更（別表第２に掲げる軽微な変更を除く ）するとき。。

ウ 補助事業等を中止し、又は廃止するとき。

(3) 補助事業等が予定の期間内に完了しないとき、又は事業の遂行が困難になったときは、

すみやかに知事に報告し、その指示を受けること。

(4) 補助事業者は、当該補助事業に係る収支及び支出を明らかにした帳簿を備え、かつ、当

該収支及び支出についての証拠書類を、事業終了の翌年度から起算して、５カ年間保管し
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なければならない。また、補助事業で取得した財産の処分期限期間内においては、財産管

理台帳及びその他関係書類を整備保管しなければならない。

(5) 補助事業者は、補助事業により取得し、又は効用の増加した財産については、事業完了

後においても善良なる管理者の注意をもって管理するとともに、補助金交付の目的に従っ

て、その効率的な運用を図らなければならない。

(6) 補助事業等で取得した財産等について、事業計画と異なる形態での使用や貸し付け等の

財産処分を行う場合は、知事に協議すること。

(7) 財務規則、補助金等に係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和30年法律第179号）､

その他の関係規定を遵守するとともに、知事の指示及び命令事項を確実に履行すること。

２ 第１項(6)の規定により知事に協議するときは、その理由書（任意様式）によるものとす

る。

３ 国庫補助事業にあっては、第１項(2)の規定による知事の承認は、同事業の趣旨に沿って

行うものとする。

（決定の通知）

第４条 財務規則第250条の規定による補助金等の交付の決定の通知は、補助金等交付決定通

知書（様式第３号）によるものとする。

（着手（完了）届）

第５条 補助事業者は、当該事業に着手又は完了したときは、遅滞なく着手（完了）届（様式

第４号）を提出するものとする。

ただし、別表第５に掲げる補助事業について、事業の効果的な実施を図るうえで、緊急や

むを得ない事情により交付決定前に着工する必要があり、当該事業について事業の内容が的

確である場合には、事業実施主体は、あらかじめ知事に適正な指導を受けて、その理由を明

記した交付決定前着手届又は交付決定前着工届（様式第４の２号）を提出したのちに着工す

るものとする。

（事業計画内容の変更等の承認申請）

第６条 第３条第１項(2)ア、イの規定による承認の申請は、変更承認申請書(様式第５号)に

よるものとする。

２ 前項の申請書には、次に掲げる書類を添付するものとする。

(1) 事業変更実施計画書 (別に定める)

(2) 収支予算書 (様式第２号)

(3) その他知事が必要とし提出を求める書類

３ 第３条第１項(2)ウの規定による中止、又は廃止の申請は、変更承認申請書(様式第５号)

によるものとする。

４ 第３条第１項(3)の規定による知事の指示を受けるときは 補助事業等実施状況報告書 様、 （

式第６号）によるものとする。

（変更交付決定通知）

第７条 財務規則第252条の規定による変更交付決定の通知は、補助金等変更交付決定通知書

（様式第７号）によるものとする。



- 11 -

（状況報告）

第８条 財務規則第253条の規定による補助事業等遂行状況の報告は、補助事業等遂行状況報

告書（様式第８号）により、別に定める期日までに提出するものとする。

（補助金の概算払等）

第９条 財務規則第258条第２項及び第３項の規定による概算払又は同条第４項の規定による

前金払をすることができる補助金等の概算払、又は前金払の限度額及び交付時期は別表第３

に定めるとおりとする。

２ 補助金等の概算払又は前金払を受けようとする補助事業者は、補助金等概算払（前金払）

申請書（様式第９号）に請求書（様式第12号）を添えて提出するものとする。

（実績報告書）

第10条 財務規則第255条に規定する補助事業等の実績の報告は、補助事業等実績報告書（様

式第10号) によりすみやかに提出するものとする。

２ 前項の報告書には、次に掲げる書類を添付するものとする。

(1) 事業実績書 (別に定める)

(2) 収支精算書 (様式第11号)

(3) その他知事が必要とし提出を求める書類

（補助金等の請求）

第11条 補助事業者は、補助事業等が完了したときは、前条の実績報告に合わせて請求書(様

式第12号）を提出するものとする。

（補助金等の額の確定）

第12条 財務規則第256条の規定により、書類の審査及び現地調査等を行い、交付決定の内容

及び条件に適合すると認めたときは、補助金等の額を確定するものとし、すでに行った交付

の決定の変更を要するときは、補助金等確定通知書（様式第13号）により通知するものとす

る。

（増築等に伴う手続）

第13条 補助事業者は、補助事業で取得した財産を処分期限期間内に、施設等の移転、更新

、 、又は生産能力 利用規模もしくは利用方法等に影響を及ぼすと認められる変更を伴う増築

模様替え等を行う必要が生じたときは、あらかじめ、補助事業で取得した施設等の増改築

届出書（様式第14号）により、知事に届け出るものとする。

（財産の処分の制限）

第14条 財務規則第261条の規定により、知事の承認を受けなければ処分することができない

財産は１件の取得価格が50万円を超える財産とする。

ただし、当該補助事業等の完了後「減価償却資産の耐用年数等に関する省令 （昭和40年」

３月31日大蔵省令第15号）に定める期間を経過した財産については、同条の規定は適用しな

いものとする。

２ 財務規則第261条の規定による知事への承認申請は、取得財産目的外処分承認申請書（様

式第15号）によるものとし、申請に当たっては事前に協議するものとする。
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３ 知事は、前項の承認をする場合は、補助事業者に対して、残存簿価、時価評価額又は財

産処分により生じる収益（損失補償金を含む ）のいずれか高い金額に、補助率を乗じて得。

た額の納付を命ずることができる。

４ 前項の規定は、補助事業者の責めに期すことができない、やむを得ない事由による取り

壊し又は廃棄の場合は、適用しない。

（手続の一部省略）

第15条 財務規則第263条の規定により、手続の一部を省略することができる補助金等は、

別表第４に定めるとおりとする。

（消費税及び地方消費税に係る仕入控除額の確定に伴う補助金の返還）

第16条 補助事業者は、補助事業完了後に消費税及び地方消費税の申告により補助金に係る消

費税及び地方消費税仕入控除税額が確定した場合には、速やかに知事に報告しなければなら

ない。

２ 知事は、前項の報告があった場合には、消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額の全部

又は一部の返還を命ずる。

附 則

１ この要綱は、令和７年４月１日から施行する。

２ この要綱は、令和７年６月１９日から施行する。
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別表第１

水 産 漁 港 課 関 係 補 助 金 等 の 種 類 等

補助金等の名称 補 助 金 等 の 交 付 目 的 補助事業等の種類 国庫 補 助 金 等 の 補助事業者 申請書 実 績 書 及 び 提出先及び

県単別 率 又 は 額 提出期限 精算書提出期限 経 由 機 関

水産物供給基盤整備事 市町村が行う水産物供給基盤整備事業を 水産物供給基盤整 国庫 補助対象経費 市町村 別に定め 事業完了の日から起算して 水産漁港課

業費補助金 促進する。(事業規模３億円を超え20億円 備事業 の1/2以内 る日 1ヵ月以内又は事業完了の

以下) 日が属する年度の3月31日

のいずれか早い日

漁業集落環境整備事業 市町村が行う漁業集落環境整備事業を促 漁業集落環境整備 国庫 補助対象経費 〃 〃 〃 〃

費補助金 進する。 事業 の1/2以内

水産物供給基盤機能保 市町村が行う水産物供給基盤機能保全事 水産物供給基盤機 国庫 補助対象経費 〃 〃 〃 〃

全事業費補助金 業を促進する。 能保全事業 の1/2以内

市町村が行う漁港施設機能強化事業を促 漁港施設機能強化 国庫 補助対象経費 〃 〃 〃 〃

進する。 事業 の1/2以内

市町村が行う漁港機能増進事業を促進す 漁港機能増進事業 国庫 補助対象経費 〃 〃 〃 〃

る。 の1/2以内

漁村再生交付金 市町村が行う漁村の再生に必要な整備事 漁村再生交付金事 国庫 補助対象経費 〃 〃 〃 〃

業を促進する。 業 の1/2以内

海岸環境整備事業費補 市町村が行う海岸環境整備事業を促進す 海岸環境整備事業 国庫 補助対象経費 〃 〃 〃 〃

助金 る。 の1/3以内
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補助金等の名称 補 助 金 等 の 交 付 目 的 補助事業等の種類 国庫 補 助 金 等 の 補助事業者 申請書 実 績 書 及 び 提出先及び

県単別 率 又 は 額 提出期限 精算書提出期限 経 由 機 関

海岸保全施設整備事業 市町村が行う漁港海岸保全施設整備事業 海岸保全施設整備 国庫 補助対象経費 市町村 別に定め 事業完了の日から起算して 水産漁港課

費補助金 を促進する。 事業 の1/2以内 る日 1ヵ月以内又は事業完了の

(国1/2） 日が属する年度の3月31日

のいずれか早い日

市町村が行う漁港施設機能増進事業を促 〃 国庫 〃 〃 〃 〃 〃

進する。

漁港関係災害関連事業 市町村が行う漁港関係災害関連事業を促 漁港関係災害関連 国庫 補助対象経費 〃 〃 〃 〃

補助金 進する。 事業 の1/2以内

漁港漁村活性化対策事 漁港における遊漁船対策や高齢化に対応 漁港漁村活性化対 国庫 補助対象経費 市町村 〃 〃 〃

業費補助金 した軽労化施設や浚渫を行い漁港高度利用 策事業 の50～65％以 漁業協同組

を図る。 内(国50、県0 合

～15%)

漁業人材育成総合対策 被雇用により就業を目指す者が、速やか 秋田の漁業人材育 県単 定額 漁業経営体 〃 〃 〃

事業費補助金 に漁業経営体に就職し、定着が図られるよ 成総合対策事業

う、職務訓練的な研修を支援する。 （雇用型研修）
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補助金等の名称 補 助 金 等 の 交 付 目 的 補助事業等の種類 国庫 補 助 金 等 の 補助事業者 申請書 実 績 書 及 び 提出先及び

県単別 率 又 は 額 提出期限 精算書提出期限 経 由 機 関

ふ化放流によるハタハ 漂着卵等を利用したふ化放流活動に要す 秋田のハタハタ漁 県単 補助対象経費 漁業者、漁 〃 〃 〃

タ資源増大事業費補助 る費用に対し助成する。 業振興事業 の1/2以内 業協同組合

金

秋田版蓄養殖フロンテ 漁港内静穏域等を活用して新たに蓄養殖 秋田版蓄養殖チャ 県単 補助対象経費 漁業者グル 〃 〃 〃

ィア事業費補助金 に取り組む漁業者グループ等を対象とし、 レンジ事業 の2/3以内 ープ、漁業

取り組みに必要な経費を補助する。 協同組合、

水産関係事

業者等

水産多面的機能発揮対 水産業・漁村の持つ多面的機能の発揮を 水産多面的機能発 県単 「水産多面的 地域協議会 別に定め 事業完了の日から起算して 水産漁港課

策交付金 目的として 母藻の設置 食害生物の除去 揮対策交付金 機能発揮対策 る日 1ヵ月以内又は事業完了の、 、 、
岩盤清掃、浮遊・堆積物の除去、河川清掃 交付金交付等 日が属する年度の3月31日

等の活動に対し助成する。 要綱の運用」 のいずれか早い日

第２の規定に
より地域協議

会が活動組織

に対し水産多
面的機能発揮

対策の活動費

を交付するの

に要する

経費の1/4以内

内水面水産業振興事業 河川や川魚に親しむ機会を創出するた 湧き上がれ！内水 県単 補助対象経費 内水面漁業 〃 〃 〃

費補助金 め、釣り大会等の遊漁イベントの取組に対 面漁業活性化事業 の1/2以内 協同組合連
し支援する。 合会、内水

面漁業協同

組合等
内水面水産資源の回復を図るため、効果 〃 国庫 〃 内水面漁業 〃 〃 〃

的な対策の立案に向けた調査に対し助成す 協同組合等

る
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補助金等の名称 補 助 金 等 の 交 付 目 的 補助事業等の種類 国庫 補 助 金 等 の 補助事業者 申請書 実 績 書 及 び 提出先及び

県単別 率 又 は 額 提出期限 精算書提出期限 経 由 機 関

次世代型漁業転換推進 魚種や漁場の変化に対応し、持続可能な 秋田版次世代型漁 国庫 補助対象経費 漁業者 〃 〃 〃

事業費補助金 漁業生産を維持するため、漁獲対象魚種・ 業構築事業 の1/3以内

漁法の複合化や転換に必要となる新たな漁 （新規就業者

具や機器等の導入を支援する。 については1/2

以内）

水産業強化支援事業費 浜の活力再生広域プランの承認を受けた 水産業強化支援事 国庫 補助対象経費 漁業協同組 〃 〃 〃

補助金 漁村地域において、競争力強化のための施 業 の1/2以内 合

設整備に対し支援する。

漁業資源維持･経営安 餌料価格の高騰の影響を受けている内水 内水面種苗生産支 国庫 定額 放流用種苗 〃 〃 〃

定化緊急支援事業費補 面種苗生産者の負担軽減により水産資源の 援事業 生産者

助金 維持を図るため、種苗生産経費の一部を支

援する。

海面漁業者の協力金等で実施している放 海面漁業放流支援 国庫 補助対象経費 (公財)秋田 〃 〃 〃

流用種苗の生産に必要不可欠な餌料につい 事業 の10/10 県栽培漁業

て、価格の高騰分を支援する。 協会
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別表第２

軽 微 な 変 更

経 費 の 配 分 の 変 更 事 業 の 内 容 の 変 更

補助金等の名称 下記に掲げる変更以外の変更 下記に掲げる変更以外の変更

別表第１に掲げる

すべての補助金等 事業量の20％を超える増減補助対象事業費の30％を超える増減

水産物供給基盤事業

費補助金 国が定める水産基盤整備事業補助金 国が定める水産基盤整備事業補助金

交付要綱（平成13年4月13日付け12 交付要綱（平成13年4月13日付け12

漁業集落環境整備 水港第4494号）第8(2)に準じる 水港第4494号）第8(1)に準じる

事業費補助金

水産物供給基盤機能

保全事業費補助金

海岸保全施設整備

事業費補助金 国が定める漁港区域に係る海岸整備 国が定める漁港区域に係る海岸整備

事業費補助金交付要綱（昭和32年7 事業費補助金交付要綱（昭和32年7

海岸環境整備事業費 月4日付け32水港第3683号）第7(2) 月4日付け32水港第3683号）第7(1)

補助金 に準じる に準じる

漁港関係災害関連事

業補助金 国が定める漁港関係災害関連事業等 国が定める漁港関係災害関連事業等

補助金交付要綱（平成13年4月13日 補助金交付要綱（平成13年4月13日

付け12水港第4494号）第6(2)に準じ 付け12水港第4494号）第6(1)に準じ

る。 る。

漁港漁村活性化対策

事業費補助金 国が定める水産関係地方公共団体交 同左

付金等交付等要綱（令和６年12月17

日付け６水港第1851号）第12に準じ

る

水産業強化支援事業

費補助金 国が定める水産関係地方公共団体交 同左

付金等交付等要綱（令和６年12月17

日付け６水港第1851号）第12に準じ

る
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別表第３

概算払（前金払）する補助金等

補助金等の名称 補助事業等の種類 補助事業者 概算払する率又は額 交付時期

水産物供給基盤整 水産物供給基盤整備事業 市町村 出来高が補助事業費 補助金等概

備事業費補助金 漁業協同組合 の5/10以上ある場合 算払申請書

漁業集落環境整備 漁業集落環境整備事業 市町村 において出来高に相 の提出があ

事業費補助金 当する補助金額の9/1 ったとき

水産物供給基盤機 水産物供給基盤機能保全 市町村 0を限度とする額

能保全事業費補助 事業

金

漁港施設機能強化事業 市町村

漁港機能増進事業 市町村

漁村再生交付金 漁村再生交付金事業 市町村

海岸保全施設整備 海岸保全施設整備事業 市町村

事業費補助金

海岸環境整備事業 海岸環境整備事業 市町村

費補助金

漁港機能増進事業 市町村

漁港関係災害関連 漁港関係災害関連事業等 市町村

事業等補助金

漁港漁村活性化対 漁港漁村活性化対策事業 市町村

策事業費補助金

水産業強化支援事 水産業強化支援事業 漁業協同組合

業費補助金

次世代型漁業転換 秋田版次世代型漁業構築 漁業者

推進事業費補助金 事業
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補助金等の名称 補助事業等の種類 補助事業者 概算払する率又は額 交付時期

水産多面的機能発 水産多面的機能発揮対 地域協議会 交付決定額の10/10を 補助金等概

揮対策交付金 策交付金 限度とする額 算払申請書

漁業人材育成総合 秋田の漁業人材育成総 漁業経営体

対策事業費補助金 合対策事業（雇用型研

修）

ふ化放流によるハ 秋田のハタハタ漁業振 漁業者、漁業協

タハタ資源増大事 興事業 同組合

業費補助金

秋田版蓄養殖フロ 秋田版蓄養殖チャレン 漁業者グルー

ンティア事業費補 ジ事業 プ、漁業協同組

助金 合、水産関係事

業者等

内水面水産業振興 湧き上がれ！内水面漁 内水面漁業協同

事業費補助金 業活性化事業 組合連合会、内

水面漁業協同組

合等
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別表第４

手続の一部を省略できる補助金

補 助 金 等 の 名 称 手続を省略できる書類

水産物供給基盤整備事業費補助金 補助事業等遂行状況報告書

漁業集落環境整備事業費補助金

水産物供給基盤機能保全事業費補助金

漁村再生交付金

海岸保全施設整備事業費補助金

海岸環境整備事業費補助金

漁港関係災害関連事業補助金

漁港漁村活性化対策事業費補助金

漁業人材育成総合対策事業費補助金

水産多面的機能発揮対策交付金

ふ化放流によるハタハタ資源増大事業費補助金

秋田版蓄養殖フロンティア事業費補助金

内水面水産業振興事業費補助金

次世代型漁業転換推進事業費補助金

漁業資源維持･経営安定化緊急支援事業費補助金



- 13 -

別表第５

交付決定前着工又は着手できる補助金等の種類

補助金等の名称 補助事業等の種類 補助事業者 摘 要

漁業集落環境整備 漁業集落環境整備事業 市町村 様式第４の２号

事業費補助金

漁村再生交付金 漁村再生交付金事業 市町村

海岸保全施設整備 海岸保全施設整備事業 市町村

事業費補助金

海岸環境整備事業 海岸環境整備事業 市町村

費補助金

漁業資源維持･経 内水面種苗生産支援事業 放流用種苗生産

営安定化緊急支援 者

事業費補助金

海面漁業放流支援事業 (公財)秋田県栽

培漁業協会
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様式第１号 補助金等交付申請書（第２条第１項）

（ ）Ａ４判

（記号及び番号）

年 月 日

秋 田 県 知 事 あて

住 所（法人にあっては事務所の所在地）

氏 名（法人にあっては代表者職氏名）

補助金等の交付について（申請）

年度において次のとおり補助金等を交付されるよう申請します。

１ 補助金等の名称

２ 補助金等の使用目的

３ 補助事業等の種類

４ 補助金等申請額

５ 補助事業等の実施期間 交付決定のあった日 ～ 年 月 日

６ 事業実施計画書（別紙）

７ 収支予算書（別紙）

【本件責任者及び担当者並びに連絡先】

〈本件責任者〉

〈本件担当者〉

〈連絡先（共通 〉）

注（１）１及び３は、要綱別表第１に掲げる事項と同一のものであること。

（２）２は、要綱別表第１に掲げる「補助金等交付の目的」の事項を参考にして記入すること。
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様式第２号 収支予算書（第２条第２項（２ 、第６条第２項（２ ）） ）

（Ａ４判）

収支予算書

収入の部 （単位：円）

本年度 前年度 差 引 増 減

区 分 予算額 予算額 増 減 摘 要

計

支出の部 （単位：円）

本年度 前年度 差 引 増 減

区 分 予算額 予算額 増 減 摘 要

計
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様式第３号 補助金等交付決定通知書（第４条）

（Ａ４判）

指令水－

年 月 日

補 助 事 業 者 様

秋田県知事 印

年 月 日付けで申請のあった補助金（負担金、交付金、利子補給金）の交付に

ついては、次のとおり交付することに決定したので、秋田県財務規則第250条の規定

により通知します。

１ 交付決定額 円

交付決定額の内訳

交 付 決 定 額

補助対象事業 事業費総額 国 費 県 費 自 己 負 担

２ 補助事業の目的

３ 交付条件
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様式第４号 （第５条）着手(完了)届

（Ａ４判）

着 手（完 了）届

（記号及び番号）

年 月 日

秋 田 県 知 事 あて

補助金等の名称

(地区名)

住 所（法人にあっては事務所の所在地）

氏 名（法人にあっては代表者職氏名） ,

次のとおり着手(完了)しましたからお届けします。

１ 補助金等交付決定通知年月日 年 月 日指令水－

及び指令番号

２ 補助事業等の種類

３ 着手（完了）年月日 年 月 日
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様式第４の２号 交付決定前着(手)工届（第５条）

（Ａ４判）

（記号及び番号）

年 月 日

秋 田 県 知 事 あて

団体名

代表名 職 氏名

○○年度▲▲▲▲事業に係る交付決定前着(手)工届について（報告）

○○年度に交付対象計画として承認された次の事業について、下記条件を了承の上、

補助金交付決定前に着(手)工したいので届け出します。

１ 事 業 名

２ 事 業 内 容

３ 事 業 費

４ 事業実施主体

５ 着(手)工予定年月日

６ 竣工予定年月日

７ 着(手)工を要する理由

８ 補助金交付決定前着(手)工の条件

(1)交付決定を受けるまでの期間内に、天災地変等の事由によって実施した施策に損失を生じた場合、これら
の損失は、事業実施主体が負担するものとする。

、 。(2)交付決定を受けた交付金額が交付申請額又は交付申請予定額に達しない場合においても 異議がないこと

(3)当該事業については、着手から交付決定を受けるまでの期間内においては、事業の変更は行わないこと。
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様式第５号 変更承認申請書（第６条第１項、第３項）

（Ａ４判）

変 更 承 認 申 請 書

（記号及び番号）

年 月 日

秋 田 県 知 事 あて

住 所（法人にあっては事務所の所在地）

氏 名（法人にあっては代表者職氏名）

年 月 日付け指令水－ で交付決定を受けた補助事業等について次のとおり

変更（中止・廃止）したいので、承認されるよう申請します。

１ 補助金等の名称

２ 変更（中止・廃止）理由

３ 交付決定額 円

４ 変更申請額 円

５ 事業変更実施計画書（別紙）

６ 収支予算書（別紙）

【本件責任者及び担当者並びに連絡先】

〈本件責任者〉

〈本件担当者〉

〈連絡先（共通 〉）

注 ① 変更事業計画及び変更経費は、当初計画と変更計画を明確に区分して記載すること。

② 記載方法は黒二段書きとし、当初計画を上段（ ）書きで、変更計画を下段に記載す

ること。
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様式第６号 （第６条第４項）補助事業等実施状況報告書

（Ａ４判）

実 施 状 況 報 告 書

（記号及び番号）

年 月 日

秋 田 県 知 事 あて

住 所（法人にあっては事務所の所在地）

氏 名（法人にあっては代表者職氏名）

年 月 日付け指令水－ によって交付決定を受けた補助事業等が

実施期間内に完了（遂行）が困難となったので指示されるよう報告します。

１ 補助金等の名称

２ 交付決定額 円

３ 指示を受ける内容

４ 指示を受ける理由（事業遂行状況）
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様式第７号 補助金等変更交付決定通知書（第７条）

（Ａ４判）

指令水－

年 月 日

補 助 事 業 者 様

秋田県知事 印

年 月 日付け指令水－ をもって通知した補助金（負担金、交付金、利子補給金）

の交付決定を次のとおり変更することに決定したので、秋田県財務規則第252条の規定

により通知します。

１ 変更（取消し）する事項

２ 変更（取消し）の範囲

３ 変更（取消し）の理由

４ 変更（取消し）による新たな条件

交 付 額

変 更 前 変 更 後

項 目 内 訳 内 訳

事業費 補助金 国費 県費 事業費 補助金 国費 県費

１．記載する事項は、不要部分を省略すること。
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様式第８号 補助事業等遂行状況報告書（第８条）

（Ａ４判）

（記号及び番号）

年 月 日

秋 田 県 知 事 あて

住 所（法人にあっては事務所の所在地）

氏 名（法人にあっては代表者職氏名）

補助事業等の実施状況について（報告）

秋田県財務規則第253条に基づき、補助事業の実施状況を次のとおり報告します。

１ 補助金等の名称

２ 補助事業等の種類

３ 補助金交付決定額 円

４ 交付決定年月日 年 月 日

５ 交付決定書の指令番号 指令

６ 実施状況

年 間 計 画 月 日現在実施状況 完 了

補 助 事業量 事業費 事業量 事業費 補助金 進捗率 着 手 予 定 備 考補助金等交付

事業名 受領額 年月日 年月日決 定 額

円 円 円 円 ％
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様式第９号 補助金等概算払（前金払）申請書（第９条第２項）

（Ａ４判）

（記号及び番号）

年 月 日

秋 田 県 知 事 あて

住 所（法人にあっては事務所の所在地）

氏 名（法人にあっては代表者職氏名）

補助金等の概算払（前金払）について（申請）

年 月 日付け指令水－ により補助金等の交付の決定を受けましたが、

補助金等交付の決定の内容及び補助等の条件に従い事業を完全に遂行しますから、

補助金等の概算（前金）払を受けたく申請します。

１ 補助金等の名称

２ 補助事業等の種類

３ 事業完了予定年月日 年 月 日

４ 補助金等の決定額 円

５ 既受領額 円

６ 今回請求額 円

７ 概算払（前金払）申請理由
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様式第１０号 補助事業等実績報告書（第１０条）

（Ａ４判）

（記号及び番号）

年 月 日

秋 田 県 知 事 あて

住 所（法人にあっては事務所の所在地）

氏 名（法人にあっては代表者職氏名）

補助事業等の実績について（報告）

秋田県財務規則第255条の規定に基づき、補助事業等の実績を次のとおり報告します。

なお、補助金未受領額 円の支払を受けたく請求します。

１ 補助金等の名称

２ 補助事業等の種類

３ 補助金等決定額 円

４ 補助金等実績額 円

５ 差引増減額 円

６ 交付決定年月日 年 月 日

７ 交付決定通知書指令番号 指令水－

８ 補助事業等完了日 年 月 日

９ 事業実績報告書（別紙）

10 請負及び竣工検査調書（別紙）

11 収支精算書（別紙）

12 財産調書（別紙）

※補助事業等の事業実績書及び収支精算書については別紙により添付のこと。
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様式第１１号 収 支 精 算 書（第１０条第２項（2 ））

（Ａ４判）

収支精算書

収入の部 （単位：円）

本年度 本年度 差引増減

区 分 精算額 予算額 増 減 摘 要

計

支出の部 （単位：円）

本年度 本年度 差引増減

区 分 精算額 予算額 増 減 摘 要

計
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様式第１２号 請求 （第９条第２項、第１１条）書

（Ａ４判）

請 求 書（概算払・前金払）

（記号及び番号）

年 月 日

秋 田 県 知 事 あて

債権者

住 所（法人にあっては事務所の所在地）

氏 名（法人にあっては代表者職氏名）

次のとおり請求します。

請 求 金 額 ￥

内 契 約（指令）金 額 ￥

前 回 ま で の 受 領 額 ￥

今 回 請 求 額 ￥

訳 今 後 請 求 予 定 額 ￥

経費の内訳

（ 年 月 日付け指令水－ による補助金等）

支 払 方 法 口座振替払 ・ 隔地払 ・ その他（ ）

（ ）口 座 振 替 払 の 銀行 支店 店番：

振 込 銀 行 及 び 普・当

口 座 番 号

(カタカナで記載)口座名義人

隔 地 払 の 支 払 場 所 銀行 支店

摘 要 本件の責任者及び担当者並びに連絡先

（ 住所 ） （名称、担当者職氏名）

（電話番号） （メールアドレス）
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様式第１３号 （第１２条）補助金等確定通知書

（Ａ４判）

（記号及び番号）

年 月 日

補 助 事 業 者 様

秋 田 県 知 事

年度 補助金

の額の確定について（通知）

年 月 日付け － で実績報告のありましたこの補助金については、

その金額を金 円に確定したので、秋田県財務規則第256条の規定により通知します。
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様式第１４号 補助事業で取得した施設等の増改築届出書（第１３条）

（Ａ４判）

補助事業で取得した施設等の増改築（模様替え）届

（記号及び番号）

年 月 日

秋田県知事あて

住所（法人にあっては事務所の所在地）

氏名（法人にあっては代表者職氏名）

平成○○年度○○○○○○事業において取得又は効用が増加した施設等を増（改）築（模様

替え）したいので、次のとおり届け出ます。

１ 施設の増改築等（模様替え）の理由

○○○○○○・・・・・・・

２ 増改築等（模様替え）を実施する施設の概要

（１）施設等の所在地○○市○○○○

（２）施設の構造、規格、規模等○○○○施設木造平屋建て○○○㎡

（３）事業費（全体） ○○○，○○○円

補助金額○○○，○○○円

その他負担額○○○，○○○円

（４）取得年月日

３ 増改築等（模様替え）の概要

（１）増改築（模様替え）施設等

（例）増築○○○の増築○○㎡

（例）増設○○○の設置○○個／日処理

（２）増改築等（模様替え）に係る事業費○○○，○○○円

（３）工期着工予定時期○○年○○月○○日

完成予定時期○○年○○月○○日

（４）増改築等（模様替え）の効果

○○○○○○・・・・・・・

［添付資料］

１ 建物平面図及び側面図、増設配置図並びに見積書

２ 現況写真

３ その他知事が必要と認める書類
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様式第１５号 取得財産目的外処分承認申請書(第１４条第２項)

（Ａ４判）

取得財産目的外処分承認申請書

（記号及び番号）

年 月 日

秋 田 県 知 事 あて

住 所（法人にあっては事務所の所在地）

氏 名（法人にあっては代表者職氏名） ,

補助事業等により取得（効用の増加）した財産を次のとおり目的外に処分すること

について承認されるよう申請します。

１ 補助金等の名称

２ 補助事業等の種類

３ 補助事業等実施年度

４ 財産の制限期間 年 月 日 から 年 月 日まで

５ 目的外処分の内容

（注）５．目的外処分の内容については、補助金等交付の目的に反して、使用・譲渡・交換

・貸付の場合等に分けて記載すること。

（記載様式については各目的の実情に応じて定めること）


